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事 業 報 告 
平成24年４月１日から 
平成25年３月31日まで 

 

１．企業集団の現況 
(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過および成果 
当連結会計年度のわが国経済は、東日本大震災の復興需要が下支えと

なったものの、海外経済の不確実性や欧州・中国向けの輸出の減少など、
景気を下押しする懸念材料も多く、先行き不透明な状況が続きました。一
方、政府の各種景気刺激策に加え、昨年末の政権交代に伴う金融緩和政策
への将来的な期待感から円安基調へ転換し、株価が上昇したことなどもあ
り、景気回復への期待が高まりました。 

住宅業界におきましては、雇用・所得環境に対する先行き不安が依然と
して残るなか、復興需要や低金利、税制上の諸施策、各種補助金等が後押
しとなり、新設住宅着工戸数が堅調に推移するなど、需要回復の兆しがみ
られました。 

このような事業環境の中で、当社グループは、住宅の安全・安心に対す
る意識や省エネ、非常時のエネルギー確保に対する関心の高まりに対し、
「木の家・ツーバイフォー工法」の優れた環境性能に、様々なスマート思
想を組み合わせた「スマート２×４（ツーバイフォー）」の提案に注力し、
注文住宅のさらなる受注拡大を図りました。 

また、期初より新築事業および住宅リフォーム事業において、営業人員
を増強し、組織営業力の強化を図るとともに、三井不動産グループで構成
された住まいに関する総合的なサービスをワンストップで提供する「三井
のすまいモール」に新規出店するなど、グループの総力を結集し、情報量
と受注量の拡大に注力しました。施設系建築においては、より安定的な利
益創出を図る体制整備を進め、収益力の向上に努めました。 

なお、７月の石巻営業所開設に続き、10月には石巻モデルハウスを新設
し、東日本大震災の被災者の自宅再建等、復興支援に努めました。 

これらの結果、諸施策の効果が徐々に現れており、受注高は前期を上回
りました。当連結会計年度の売上高は、リフォーム・リニューアル事業、
賃貸管理事業および住宅関連部資材販売事業において前期を上回ったもの
の、新築事業において、期首受注残高が前期を下回っていたことや着工・
工事進捗が遅れたことから、2,183億８千７百万円（前期比0.7％増）とな
りました。また、外注費の上昇などにより完成工事の利益率が低下したこ
とに加え、リフォーム・リニューアル事業拡大に向けた人員増などによる
販管費の増加もあり、営業利益は、５億６千６百万円（前期比86.5％減）、
経常利益は、８億７千７百万円（前期比79.8％減）、当期純利益は、６億
４千８百万円（前期比77.8％減）となりました。 
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 事業ごとの業績は、次のとおりであります。 
 
（新築事業） 

当社の強みを発揮できる三大都市圏を中心に、引き続き営業人員を増強
し、営業力強化と収益拡大を図りました。 

新商品といたしましては、家族の絆やつながりが感じられるスキップフ
ロアを採用した「tokotoko」（トコトコ）のほか、都市部の建替層を主な
ターゲットとし、長期にわたり安定した収益が見込める賃貸併用住宅商品
「WITH RENT」（ウィズ・レント）、自然の緑・光・風を活かす設計思想
を提案した「PHIL－COURT」（フィルコート）、自然の力を活かす「パッ
シブデザイン」とエネルギーを上手にコントロールする「アクティブ技
術」を取り入れた「green'sⅡ」（グリーンズⅡ）、同居しながらもそれ
ぞれの世代が気兼ねなく生活を楽しむことのできる新たな二世帯住宅を提
案した「Twin Family ⅲ」（ツインファミリートロワ）を発売するなど、
商品競争力の強化に努めました。 

これらの結果、建築請負において、受注高は前期を上回りましたが、期
首受注残高が前期を下回っていたことや着工・工事進捗が遅れたことなど
により、売上棟数が減少したことから、売上高は、1,602億３千４百万円
（前期比2.4％減）となりました。 

また、売上高の減少に加え、外注費の上昇などにより完成工事の利益率
が低下したことから、営業利益は、７億９千１百万円（前期比84.3％減）
となりました。 
 
（リフォーム・リニューアル事業） 

サービス品質の向上、リフォーム受注の拡大を目的として、人員を大幅
に増強し、オーナーズデスクとの連携強化を図り、また、10年点検および
保証継続メンテナンス工事の実施などに注力し、三井ホームオーナーとの
リレーション強化に取り組みました。 

これらの結果、住宅リフォームにおいて、期首受注残高が前期を上回っ
ていたことに加え、当期受注が増加したことおよびオフィス・商業施設に
おいて、ホテルを中心に商業施設の売上が増加したことなどにより、売上
高は、253億１千２百万円（前期比13.5％増）、営業利益は、８億２千万
円（前期比54.6％増）となりました。 
 
（賃貸管理事業） 

三井ホームエステート株式会社において、賃貸管理戸数の増加および
空室率の改善により、売上高は、189億１千６百万円（前期比5.5％増）、
営業利益は、10億１千３百万円（前期比8.5％増）となりました。 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(3) ／ 2013/05/22 18:57 (2013/05/22 17:48) ／ wk_13913302_02_os7三井ホーム様_招集_事業報告_P.doc 

3

（住宅関連部資材販売事業） 
三井ホームコンポーネント株式会社において、国内での構造材・建材

販売の取扱量が増加したことや、Mitsui Homes Canada Inc.において、
北米でのパネル・トラス販売の取扱量が増加したことにより、売上高は、
139億２千４百万円（前期比11.7％増）、営業利益は、５億１千９百万
円（前期比50.4％増）となりました。 

なお、従来、「その他」に区分されていた当社グループ外への構造
材・建材販売事業について量的な重要性が増したため、当連結会計年度
より「住宅関連部資材販売」に変更しております。 

 
② 設 備 投 資 の 状 況 

当社グループでは、営業上経常的に新設・更新が必要となる新築事業に
おける展示用建物（モデルハウス）の取得、住宅関連部資材販売事業にお
ける北米での工場用地および建物の取得などにより、総額45億１千８百万
円（有形固定資産受入ベース数値）の設備投資を実施いたしました。 

 
③ 資 金 調 達 の 状 況 

当連結会計年度は、増資または社債の発行等による資金調達を行ってお
りません。 

 
④ 事業の譲渡、合併等企業再編行為等 

該当する事項はありません。 
 
(2) 対 処 す べ き 課 題 

今後のわが国経済は、政権交代に伴う金融緩和政策の効果を背景とし、景
気回復に向けた持ち直しの動きが期待されるものの、依然として海外経済の
不確実性に対する懸念があることなどから、先行き不透明感の残る状況が続
くものと予想されます。また、住宅業界を取り巻く環境は、労務需給環境の
逼迫、少子高齢化の進行による世帯数の減少、消費税率引き上げによる影響
など、克服すべき課題が残るものの、住宅の安全・安心、省エネ、創エネに
対する意識の高まりや、住宅ローン控除拡充等の政府支援施策などから、住
宅取得意欲の向上が期待されます。 

こうした中で、当社グループは、平成24年４月に策定しました三井ホーム
グループ中長期経営計画「木造イノベーション2017」に基づき、「木の家・
ツーバイフォー工法」の優れた環境性能に、様々なスマート思想を組み合わ
せた「スマート２×４（ツーバイフォー）」での注文住宅事業のさらなる成
長に加え、「リフォーム事業」「施設系建築事業」「海外事業」の３つの事
業領域での成長に取り組んでまいります。 

また、喫緊の課題といたしましては、消費税率引き上げに対応する事業戦
略を確実に遂行し、さらなる受注の拡大を図ること、また、当連結会計年度
における売上の落ち込みの一因となった着工・工事進捗の遅れを重点課題と
受け止め、工程の進捗管理をより一層強化するとともに、着工・引渡の平準
化および外注費の削減に注力し、収益力の拡大に取り組んでまいります。 

これらの取り組みを通して、お客様に末永く豊かな暮らしを実現していた
だき、いつまでも愛着を持っていただける「暮らし継がれる家」の具現化を
使命と考え、将来にわたり世の中から必要とされる企業グループを目指して
まいります。 
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(3) 事業別の受注高および売上高 

事 業 区 分 
前期繰越
受 注 高
(百万円)

当 期
受 注 高
(百万円)

当 期
売 上 高
(百万円)

次期繰越 
受 注 高 
(百万円) 

 建 築 請 負 85,692 149,690 135,672 99,711 

不 動 産 分 譲 740 5,930 5,451 1,219 
新 築 事 業

その他関連収益 － － 19,110 － 

 計 86,433 155,621 160,234 100,930 

住宅リフォーム 2,680 17,083 15,993 3,770 

オフィス・商業施設 980 9,206 9,185 1,001 

その他関連収益 － － 133 － 

リフォーム・
リニューアル
事 業

計 3,660 26,290 25,312 4,771 

賃 貸 管 理 事 業 － － 18,916 － 

住 宅 関 連 部 資 材 販 売 事 業 － － 13,924 － 

合    計 90,094 181,911 218,387 105,702 

（注） 「当期受注高」は、「不動産分譲」については期中契約高を、それ以外について

は期中受注工事高を表示しております。 

 

(4) 直前３事業年度の財産および損益の状況 

期  別
項  目 

第 36 期
平成21年度

第 37 期
平成22年度

第 38 期
平成23年度

第39期(当期) 
平成24年度 

売 上 高(百万円） 209,924 214,130 216,838 218,387 

営 業 利 益(百万円) 3,639 3,764 4,187 566 

経 常 利 益(百万円） 3,840 3,879 4,338 877 

当 期 純 利 益(百万円） 1,295 911 2,925 648 

１株当たり当期純利益(円） 19.54 13.75 44.13 9.78 

総 資 産(百万円） 114,818 115,786 114,682 121,082 

純 資 産(百万円） 43,816 43,849 45,510 45,498 

１株当たり純資産額(円） 661.01 661.55 686.61 686.44 

 



 

－  － 
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(5) 重要な親会社および子会社の状況 

① 親 会 社 の 状 況 

当社の親会社は三井不動産株式会社であり、当社の議決権数の57.67％

（間接所有1.19％を含む）を保有しています。当社は、親会社との間に、

事務所の賃借、資金の預託等の取引関係があります。 

 

② 重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容 

 百万円 ％
三井デザインテック株式会社 500 100.00 

オフィス・商業施設のリニューア
ル工事、インテリア商品の販売 

三井ホームエステート株式会社 100 100.00 賃貸住宅の斡旋・ 
管理 

三井ホームリンケージ株式会社 300 100.00 金融・リース業 

三井ホームコンポーネント株式会社 300 100.00 住宅部資材の仕入・ 
加工および販売 

 千カナダドル  
Mitsui Homes Canada Inc. 18,200 100.00 

住宅部資材の仕入代
行および販売 

（注）１．平成25年３月31日現在、当社の連結子会社は上記５社を含め10社、持分法適用

関連会社は８社であります。 

２．連結子会社であるMitsui Homes Canada Inc.は、平成24年９月に増資により、

資本金が2,200千カナダドルから18,200千カナダドルに増加しております。 

 

(6) 主 要 な 事 業 内 容（平成25年３月31日現在） 

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容 

新 築 事 業
ツーバイフォー工法を中心とする住宅等の設計・施
工監理・施工請負、不動産分譲、住宅購入者に対す
るつなぎ融資 

リフォーム・リニューアル事業 住宅等のリフォーム工事、オフィス・商業施設のリ
ニューアル工事等の請負 

賃 貸 管 理 事 業 賃貸住宅の斡旋・管理 

住宅関連部資材販売事業 当社グループ外への構造材・建材の販売等 
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(7) 主 要 な 事 業 所（平成25年３月31日現在） 

① 当社の主要な事業所 
本 社 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 
営 業 本 部  

法 人 営 業 本 部 （東京都新宿区） 
東 京 営 業 本 部 （東京都新宿区） 
東 関 東 営 業 本 部 （千葉県船橋市） 
北 関 東 営 業 本 部 （埼玉県さいたま市） 
神 奈 川 営 業 本 部 （神奈川県横浜市） 
中 部 営 業 本 部 （愛知県名古屋市） 
関 西 営 業 本 部 （大阪府豊中市） 
開 発 企 画 本 部 （東京都新宿区） 

単 独 支 店  

静 岡 支 店 （静岡県静岡市） 
中 国 支 店 （広島県広島市） 
九 州 支 店 （福岡県福岡市） 
東 北 支 店 （宮城県仙台市） 

 

② 子会社の主要な事業所 
三 井 デ ザ イ ン テ ッ ク 株 式 会 社 （東京都港区） 
三井ホームエステート株式会社 （東京都千代田区） 
三井ホームリンケージ株式会社 （東京都文京区） 
三井ホームコンポーネント株式会社 （千葉県千葉市） 
M i t s u i  H o m e s  C a n a d a  I n c . （カナダ ブリティッシュコロンビア州） 

 

 

 



 

－  － 
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(8) 従 業 員 の 状 況（平成25年３月31日現在） 

① 企業集団の従業員の状況 

事 業 区 分 従 業 員 数 前期末比増減 

新築事業 2,871名（647名） 79名増（15名減） 

リフォーム・リニューアル事業 284名（159名） 13名減（82名増） 

賃貸管理事業 180名（ 16名） 2名増（ － ） 

住宅関連部資材販売事業 109名（ 11名） 6名増（ 3名増） 

全社（共通） 82名（ 3名） 6名増（ 1名減） 

合計 3,526名（836名） 80名増（69名増） 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。 

２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定の事業に区分できない管理

部門に所属しているものであります。 

 

② 当社の従業員の状況 

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

2,273名（723名） 51名増（108名増） 39.0歳 13.9年 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。 

 

(9) 主要な借入先の状況（平成25年３月31日現在） 

該当する事項はありません。 

 

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

該当する事項はありません。 

 



 

－  － 
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２．会 社 の 現 況 
(1) 株 式 の 状 況（平成25年３月31日現在） 

① 発行可能株式総数 187,000,000株 

② 発行済株式の総数 66,355,000株 

③ 株 主 数 5,066名 

④ 大 株 主（上位10名） 

当 社 へ の 出 資 状 況 
株 主 名 

持 株 数 出 資 比 率 

 千株 ％ 
三 井 不 動 産 株 式 会 社 37,334 56.32 

三井ホームグループ従業員持株会 3,682 5.55 

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口） 1,367 2.06 

三井不動産リアルティ株式会社 790 1.19 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 788 1.18 

ザ バンク オブ ニューヨーク
トリーティー ジャスデック アカウ
ント 

500 0.75 

ジ ブ ラ ル タ 生 命 保 険 株 式 会 社
（一 般 勘 定 株 式 Ｄ 口） 336 0.50 

メロン バンク エヌエー アズ
エージェント  フォー  イッツ
クライアント メロン オムニバス 
ユ ー エ ス  ペ ン シ ョ ン

332 0.50 

エスアイエックス エスアイエス
エ ル テ ィ ー デ ィ ー

323 0.48 

ノーザン トラスト カンパニー 
エイブイエフシー リ ユーエス 
タ ッ ク ス  エ グ ゼ ン プ テ ド 
ペンション ファンズ セキュリティ 
レンディング 

304 0.45 

（注） 出資比率は自己株式（73,168株）を控除して計算しております。 

 

(2) 新株予約権等の状況 

該当する事項はありません。 

 



 

－  － 
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(3) 会 社 役 員 の 状 況 

① 取締役および監査役の状況（平成25年３月31日現在） 

会社における
地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 

代表取締役社長 生 江 隆 之 一般社団法人日本ツーバイフォー建築協会会長 

専 務 取 締 役 田 所 一 秀 監査室、総務部、広報部、人事部担当 

専 務 取 締 役 松 本 賢 二 情報システム室、経理部、グループ経営推進部 
担当 

専 務 取 締 役 長 谷  裕
環境推進室、経営企画部、商品開発部、 
法人営業本部、中部営業本部、関西営業本部、 
中国支店、九州支店、開発企画本部担当 

常 務 取 締 役 河 合  誠 技術企画部、調達企画部、技術研究所担当 

常 務 取 締 役 渋 谷 忠 彦 お客様相談室、オーナーサポート推進部担当 

常 務 取 締 役 井 上 保 夫 設計推進部、工事管理部担当 

常 務 取 締 役 野 沢 健 延
東京営業本部、東関東営業本部、 
北関東営業本部、神奈川営業本部、静岡支店、 
東北支店担当 

常 勤 監 査 役 山 口 信 行  

監 査 役 林  和 男 三井ホームエステート株式会社監査役（常勤） 

監 査 役 諏 訪 公 宏 三井不動産株式会社関連事業部長 
三井不動産ゴルフプロパティーズ株式会社代表取締役社長 

監 査 役 弘 中  聡 三井不動産株式会社経理部長 

監 査 役 伊 藤 茂 昭 シティユーワ法律事務所パートナー 弁護士 

（注）１．平成24年６月27日付をもって、岩本敬明氏は常勤監査役を任期満了により退任
いたしました。 

２．平成24年６月27日付をもって、山口信行氏は常勤監査役に選任され、就任いた
しました。 

３．監査役の諏訪公宏、弘中 聡および伊藤茂昭の３氏は、社外監査役であります。 
なお、当社は、伊藤茂昭氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員
として指定し、同取引所に届け出ております。 

４．上記のほか、当該事業年度に係る役員の重要な兼職状況は、以下のとおりであ
ります。 

・監査役諏訪公宏氏…株式会社帝国ホテル社外監査役 
リゾートソリューション株式会社社外監査役 
三井不動産リアルティ株式会社社外監査役 
三井不動産レジデンシャル株式会社社外監査役 
京葉土地開発株式会社社外監査役 

・監査役弘中 聡氏…三井不動産リアルティ株式会社社外監査役 
三井不動産レジデンシャル株式会社社外監査役 

５．監査役弘中 聡氏は、三井不動産株式会社の経理部長の職に就かれており、財
務および会計に関する相当程度の知見を有しております。 



 

－  － 
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② 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額 

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額 

 名 百万円 
取 締 役 8 183 

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

4 
（ 1）

32 
（ 6） 

合 計 12 216 

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成18年６月28日開催の第32回定時株主総会において

年額360百万円以内と決議いただいております。 

２．監査役の報酬限度額は、平成18年６月28日開催の第32回定時株主総会において

年額48百万円以内と決議いただいております。 

３．取締役および監査役の報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当期増加額が含

まれております。 

４．上記のほか、平成24年６月27日開催の第38回定時株主総会決議に基づき、役員

退職慰労金を以下のとおり支給しております。 

退任監査役      １名   ８百万円 

 
③ 社外役員に関する事項 

イ．他の法人等との兼任状況（他の法人等の業務執行者である場合）およ

び当社と当該他の法人等との関係 

・監査役諏訪公宏氏…三井不動産株式会社関連事業部長 

※同社は当社の親会社であり、当社は、同社との

間に、事務所の賃借、資金の預託等の取引関係

があります。 

三井不動産ゴルフプロパティーズ株式会社代表取締役社長 

※当社と同社との間には重要な取引関係はありま

せん。 

・監査役弘中 聡氏…三井不動産株式会社経理部長 

※同社は当社の親会社であり、当社は、同社との

間に、事務所の賃借、資金の預託等の取引関係

があります。 

 



 

－  － 
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ロ．他の法人等の社外役員の兼任状況および当該他の法人等との関係 
・監査役諏訪公宏氏…株式会社帝国ホテル社外監査役 

※当社と同社との間には重要な取引関係はありま
せん。 

リゾートソリューション株式会社社外監査役 
※当社と同社との間には重要な取引関係はありま

せん。 
三井不動産リアルティ株式会社社外監査役 
※当社は、同社との間に、顧客情報の取次等の取

引関係があります。 
三井不動産レジデンシャル株式会社社外監査役 
※当社は、同社との間に、戸建住宅建築工事の請

負等の取引関係があります。 
京葉土地開発株式会社社外監査役 
※当社と同社との間には重要な取引関係はありま

せん。 
・監査役弘中 聡氏…三井不動産リアルティ株式会社社外監査役 

※当社は、同社との間に、顧客情報の取次等の取
引関係があります。 

三井不動産レジデンシャル株式会社社外監査役 
※当社は、同社との間に、戸建住宅建築工事の請

負等の取引関係があります。 
ハ．当事業年度における主な活動状況 

・監査役諏訪公宏氏…当事業年度に開催された取締役会12回中10回およ
び監査役会８回中６回に出席し、主にグループ経
営に関する実務家としての見地から発言を行って
おります。 

・監査役弘中 聡氏…当事業年度に開催された取締役会12回中11回およ
び監査役会８回中７回に出席し、主に財務・会計
分野の実務家としての見地から発言を行っており
ます。 

・監査役伊藤茂昭氏…当事業年度に開催された取締役会12回および監査
役会８回の全てに出席し、主に弁護士としての専
門的な見地から発言を行っております。 

ニ．責任限定契約の内容の概要 
当社と社外監査役伊藤茂昭氏は、会社法第427条第１項の規定により、

任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。 

なお、当該契約に基づく責任の限度額は、会社法第425条第１項に定
める額としております。 



 

－  － 
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(4) 会計監査人の状況 

① 名       称   有限責任 あずさ監査法人 

 

② 報 酬 等 の 額 

 支 払 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 97百万円 

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額 110百万円 

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。 

 

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社は、会社都合の場合のほか、当該会計監査人が会社法第340条第１

項各号に定める項目に該当すると認められる場合もしくは監督官庁から監

査業務停止処分を受ける場合など、当社の監査業務に重大な支障をきたす

事態が生じた場合には、当該会計監査人の解任または不再任につき審議い

たします。 

その結果、解任または不再任が妥当と判断した場合には、監査役会が監

査役全員の同意により当該会計監査人を解任するか、もしくは取締役会が、

監査役会の同意を得た上で、または監査役会の請求に基づいて、当該会計

監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に付議いたします。 

 

(5) 業務の適正を確保するための体制 

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した

事項は次のとおりであります。 

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

「企業倫理綱領」、「コンプライアンスマニュアル」等の諸規定により

コンプライアンス・ルールの周知徹底、実効管理を図るとともに、当社グ

ループ会社を含めたコンプライアンスの推進・実効等を目的とした「コン

プライアンス委員会」を設置して、法令及び定款に違反する行為を未然に

防止するためのコンプライアンス体制を整備している。 

また、取締役が他の取締役の法令及び定款に違反する行為その他会社に

著しい損害を与える恐れのある行為を発見した場合には、直ちに取締役会

及び監査役に対して報告することとしている。 

 



 

－  － 
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報については、「文書規程」、「情報管理

規則」等の社内規程に基づき、適切に保存及び管理を行っている。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

「職務権限規程」等の社内規程に従い、事業活動における様々なリスク

情報を適切に管理するほか、「リスクマネジメント委員会」を設置し、予

測されるリスクを事前に防止するとともに、様々なリスク情報の分析と対

応策の検討・指示を行っている。 

また、災害時における個人行動規準等を定め、リスク発生時の適切な対

応を定めている。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

従来、取締役が担っていた経営管理機能と業務執行機能の分離・強化を

推進することを目的として「執行役員制度」を導入し、取締役の職務の執

行が効率的に行われることを確保するための体制をとっている。 

また、取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規則」、

「職務権限規程」等の社内規程において、組織体制と責任者及びその責任

と執行手続を定め、効率的に行っている。 

 

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

コンプライアンス体制の基礎として「企業倫理綱領」、「コンプライア

ンスマニュアル」等を定めるとともに、「コンプライアンス委員会」を設

置し、コンプライアンス・ルールの周知徹底、実効管理を図り、法令及び

定款に違反する行為を未然に防止しているほか、全国各拠点においてコン

プライアンス勉強会を実施するなど、コンプライアンス体制の構築に積極

的に取り組んでいる。 

また、コンプライアンスに関する社内相談体制として、総務部及び社外

の法律事務所を相談窓口とした「内部相談制度」を整備している。 

さらに、内部監査担当部門である監査室は、全組織を対象に業務監査を

計画的に実施し、監査結果を報告するとともに、被監査部門に対する是正

指導、内部統制と業務基準等に関する改善提案を行っている。 



 

－  － 
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⑥ 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の

適正を確保するための体制 

三井不動産グループの一員として、三井不動産株式会社が定めるグルー

プ企業に適用する行動指針「三井不動産グループコンプライアンス方針」

に従い、業務の適正を確保する体制を構築するとともに、当社グループ各

社における業務の適正を図るため、前記①に記載のとおり、コンプライア

ンスの推進を図ることとしている。 

当社グループ各社の経営管理については、「関係会社監理規程」におい

て、経営の重要事項について当社の承認・報告等を要する旨定め、リスク

情報を適切に管理している。 

また、当社グループ各社に対しても、前記⑤に記載の当社における「内

部相談制度」を利用できることとし、「三井ホームグループ内部相談制

度」を整備している。 

 

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役会事務局として総務部が監査役の職務を補助しており、監査役の

職務を補助する使用人の人事異動等の決定については、常勤監査役の事前

の同意を得ることで、取締役からの独立性を確保している。 

 

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制 

監査役は、監査室及び会計監査人から定期的に監査に関する報告を受け

るとともに、それぞれの監査に立ち会うなど、情報交換を行い相互の連携

を図っている。 

また、監査役２名（うち１名は常勤監査役）は、重要な意思決定の過程

及び業務の執行状況を把握するため、経営会議、その他の重要な会議また

は委員会に出席し、必要に応じて意見を述べるとともに、当社の業務また

は業績に影響を与える重要な決裁事項については必ず報告を受けており、

必要に応じて取締役及び使用人に対して説明を求めている。 

 

(6) 会社の支配に関する基本方針 

該当する事項はありません。 

 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 
（平成25年３月31日現在） 

（単位：百万円） 
 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 63,800 

工 事 未 払 金 18,536 

買 掛 金 14,647 

短 期 借 入 金 41 

未 払 法 人 税 等 861 

未 払 消 費 税 等 842 

未 払 費 用 5,228 

未 成 工 事 受 入 金 13,810 

預 り 金 5,324 

完成工事補償引当金 1,184 

資 産 除 去 債 務 34 

そ の 他 3,287 

固 定 負 債 11,783 

受 入 敷 金 保 証 金 2,549 

退 職 給 付 引 当 金 8,412 

役員退職慰労引当金 196 

資 産 除 去 債 務 578 

繰 延 税 金 負 債 32 

そ の 他 14 

負 債 合 計 75,583 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 59,476 

資 本 金 13,900 

資 本 剰 余 金 14,145 

利 益 剰 余 金 31,472 

自 己 株 式 △   41 

その他の包括利益累計額 △ 13,978 

その他有価証券評価差額金 406 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 15 

土 地 再 評 価 差 額 金 △ 14,503 

為 替 換 算 調 整 勘 定 103 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
完 成 工 事 未 収 入 金
リ ー ス 投 資 資 産
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
営業立替金及び営業貸付金
関 係 会 社 預 け 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
賃 貸 資 産
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 
そ の 他

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

80,622 
4,546 
6,212 
6,094 
1,124 

24 
8,636 
5,108 

942 
1,127 

131 
1,696 
9,927 

29,000 
2,368 
4,263 

△  585 
40,459 
25,938 
10,327 

553 
1,144 

53 
13,616 

12 
229 

1,575 
1,575 

12,945 
3,247 
2,605 
4,591 
1,233 
1,500 

△  233 純 資 産 合 計 45,498 

資 産 合 計 121,082 負 債 純 資 産 合 計 121,082 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 
平成24年４月１日から 
平成25年３月31日まで 

（単位：百万円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 218,387 

売 上 原 価 168,943 

売 上 総 利 益 49,444 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 48,877 

営 業 利 益 566 

営 業 外 収 益 413 

受 取 利 息 71 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3 

保 険 配 当 金 104 

為 替 差 益 146 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 9 

そ の 他 77 

営 業 外 費 用 103 

支 払 利 息 4 

そ の 他 98 

経 常 利 益 877 

特 別 利 益 37 

神 奈 川 県 臨 時 特 例 企 業 税 還 付 金 37 

特 別 損 失 250 

固 定 資 産 除 却 損 107 

事 務 所 移 転 費 用 75 

移 転 価 格 税 制 関 連 費 用 35 

訴 訟 関 連 損 失 19 

割 増 退 職 金 11 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 664 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,051 

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,035 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 648 

当 期 純 利 益 648 



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 
平成24年４月１日から 
平成25年３月31日まで 

（単位：百万円） 

 株 主 資 本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 13,900 14,145 31,887 △  41 59,892 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △ 1,060 △ 1,060 

当 期 純 利 益 648 648 

土地再評価差額金の取崩 0 0 

自 己 株 式 の 取 得 △   0 △   0 

持分法の適用範囲の変動 △   2 △   2 

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）  

当 期 変 動 額 合 計 － － △  414 △   0 △  415 

当 期 末 残 高 13,900 14,145 31,472 △  41 59,476 

 
 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

 
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

純資産合計 

当 期 首 残 高 180 18 △14,503 △  76 △14,381 45,510 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △ 1,060 

当 期 純 利 益 648 

土地再評価差額金の取崩 0 

自 己 株 式 の 取 得 △   0 

持分法の適用範囲の変動 △   2 

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 226 △   3 △   0 179 403 403 

当 期 変 動 額 合 計 226 △   3 △   0 179 403 △  12 

当 期 末 残 高 406 15 △14,503 103 △13,978 45,498 

 



 

－  － 
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連 結 注 記 表 
 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 10社 

主要な連結子会社の名称は、５ページ「事業報告 １．企業集団の現況 (5) 重

要な親会社および子会社の状況 ② 重要な子会社の状況」に記載のとおりであ

ります。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社の状況 

持分法適用の関連会社数 ８社 

主要な会社等の名称 姫路ホーム株式会社 

除外１社 

すまいサポート株式会社 

当社所有株式の全てを親会社である三井不動産株式会社に譲渡したためであり

ます。 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちMitsui Homes Canada Inc.の決算日は、12月31日であります。 

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引がある場合には、連結上必要な調整を行っております。 

他の連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と同一であります。 

(4) 会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

イ．有価証券 

・満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法） 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

株式………………………期末前１ヶ月の市場価格の平均による時価法 

債券………………………期末日の市場価格に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。 

時価のないもの……………移動平均法による原価法 

ロ．デリバティブ…………………時価法 

ハ．たな卸資産 

・未成工事支出金………………個別法による原価法 

・販売用不動産…………………    〃 

・仕掛販売用不動産……………    〃 

・その他のたな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品…総平均法による原価法 

なお、収益性が低下したたな卸資産については、帳簿価額を切り下げております。 



 

－  － 
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産…………………主として定率法 

（リース資産を除く）   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）および賃貸資産について

は、定額法を採用しております。また、取得価額

が10万円以上20万円未満の減価償却資産について

は、事業年度毎に一括して３年間で均等償却して

おります。 

ロ．無形固定資産…………………定額法 

（リース資産を除く）   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

ハ．リース資産……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金……………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

ロ．完成工事補償引当金…………当社および一部の連結子会社は、引渡物件の補修

工事費の支出に備えるため、過年度補修実績率に

基づく見積補修額を計上しております。 

なお、当社は、当連結会計年度末における今後の

定期巡回費用見積額をあわせて計上しております。 

ハ．退職給付引当金………………従業員の退職給付に備えるため、主として当連結

会計年度末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。 

また、過去勤務債務は発生年度に一括処理するこ

ととしております。 

ニ．役員退職慰労引当金…………当社および一部の連結子会社は、役員の退職慰労

金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 



 

－  － 
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④ 収益および費用の計上基準 

イ．完成工事高および完成工事原価の計上基準 

………当連結会計年度末までの進捗部分についての成果

の確実性が認められる工事（工期がごく短期間の

ものを除く。）については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用しております。 

ロ．ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

………リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方

法によっております。 

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理……………消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっており、控除対象外消費税および地方消費

税は、当連結会計年度の費用として処理しており

ます。 

(5) 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 

（減価償却方法の変更） 

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平

成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却方法に変更しております。なお、これによる営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

２．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供されている資産 

有価証券 1百万円 

投資有価証券 1,175百万円 

宅地建物取引業法に基づく営業保証金および住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設

瑕疵担保保証金として、東京法務局等に供託しております。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 27,911百万円 

(3) 保証債務 

当社住宅購入者の金融機関からの借入に対する債務保証 2,513百万円 

(4) 当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基

づき、事業用の土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上し

ております。 

なお、当連結会計年度末において、売却の方針が決定している土地の再評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部に計上し、同額を

純資産の部の「土地再評価差額金」に加算しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第５号に定める不動産鑑定士または不動産鑑定士補による鑑定評価に基づき

算出する方法によっております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 



 

－  － 
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再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △2,823百万円 

上記差額のうち賃貸等不動産に係るもの △115百万円 

(5) 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の連結

会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。 

受取手形 113百万円 

 

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数 

普 通 株 式 66,355,000株 －株 －株 66,355,000株 

(2) 自己株式の数に関する事項 

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数 

普 通 株 式 71,818株 1,350株 －株 73,168株 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

イ．平成24年６月27日開催の第38回定時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額      530百万円 

・１株当たり配当額    ８円 

・基準日         平成24年３月31日 

・効力発生日       平成24年６月28日 

ロ．平成24年10月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額      530百万円 

・１株当たり配当額    ８円 

・基準日         平成24年９月30日 

・効力発生日       平成24年12月７日 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

平成25年６月26日開催予定の第39回定時株主総会において次のとおり付議いたし

ます。 

・配当金の総額      530百万円 

・１株当たり配当額    ８円 

・基準日         平成25年３月31日 

・効力発生日       平成25年６月27日 

 

４．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社グループの金融商品に対する取組方針として、資金運用は、主に当社の親会社



 

－  － 
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である三井不動産株式会社がグループ各社に提供する関係会社預り金制度の利用と

しており、一時的な余資は、安全性の高い金融商品および短期的な預金等に限定し

ております。また、資金調達については、短期的な運転資金を銀行借入により調達

しており、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用し、投機的

な取引は行っておりません。 

営業債権である受取手形及び売掛金、完成工事未収入金ならびにリース投資資産は

取引先の信用リスクにさらされており、主な取引先の信用状況を定期的に把握して

リスクの低減を図っております。 

有価証券および投資有価証券は、保証金として供託する国債である満期保有目的の

債券ならびに業務上の関係を有する企業の株式を主としたその他有価証券であり、

定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。 

営業立替金及び営業貸付金は、主にお客様への住宅ローンを対象とした１年以内の

つなぎ融資であり、定期的に期日管理を行っております。 

関係会社預け金は、当社の親会社である三井不動産株式会社がグループ会社に提供

している関係会社預り金制度による資金運用であります。 

営業債務である工事未払金および買掛金は、その全てが１年以内の支払期日であり

ます。短期借入金の使途は、運転資金であります。 

預り金は、主にお客様からの預り金とキャッシュマネジメントシステム（ＣＭＳ）

による持分法適用関連会社からの預り金であります。 

デリバティブ取引は、北米からの住宅部資材の輸入取引における急激な為替変動に

よるリスクの回避および安定した購入価格の維持を目的とした為替予約取引であり、

為替相場の変動によるリスクを有するものの、実需の範囲で行っております。 



 

－  － 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。 

   （単位：百万円） 
 
 

連結貸借対照表
計上額 時価 差額 

① 現金及び預金 4,546 4,546 － 

② 受取手形及び売掛金 6,212 6,212 － 

③ 完成工事未収入金 6,094 6,094 － 

④ リース投資資産 1,124 1,175 51 

⑤ 有価証券および投資有価証券  

イ．満期保有目的の債券 1,205 1,238 33 

ロ．その他有価証券 747 747 － 

⑥ 営業立替金及び営業貸付金 9,927  

貸倒引当金（※１） △   2  

 9,925 9,925 － 

⑦ 関係会社預け金 29,000 29,000 － 

資産計 58,857 58,941 84 

① 工事未払金 18,536 18,536 － 

② 買掛金 14,647 14,647 － 

③ 短期借入金 41 41 － 

④ 預り金 5,324 5,324 － 

負債計 38,550 38,550 － 

デリバティブ取引（※２） 24 24 － 

（※１）営業立替金及び営業貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については（ ）で表示することとしております。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する

事項 

資 産 

① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金、ならびに③ 完成工事未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

④ リース投資資産 

時価については、残存回収期間で区分した債権ごとに、リース料債権金額を

回収期日までの期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値

により算定しております。 

⑤ 有価証券および投資有価証券 

これらの時価について、株式および債券は取引所の価格によっております。 

⑥ 営業立替金及び営業貸付金 
これらは大半が短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと
から、当該帳簿価額によっております。 



 

－  － 
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⑦ 関係会社預け金 
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。 

負 債 

① 工事未払金、② 買掛金、③ 短期借入金、ならびに④ 預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

デリバティブ取引 
時価については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しており
ます。 

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額1,319百万円）は、市場価格がなく、かつ
将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極
めて困難であると認められることから、「⑤ 有価証券および投資有価証券」
には含めておりません。 

３．敷金及び保証金（連結貸借対照表計上額2,605百万円）ならびに受入敷金保証
金（連結貸借対照表計上額2,549百万円）については、返還期日が未定のため
将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極
めて困難であると認められることから、記載しておりません。 

 
５．賃貸等不動産に関する注記 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 
当社および一部の連結子会社では、東京都その他の地域および北米において、賃貸
用の住宅（土地を含む。）等を有しております。 

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項 
（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 

4,686 3,596 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり
ます。 

２．当連結会計年度の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算出した金額
（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）または一定の評価額および適切
に市場価格を反映しているものと考えられる指標を用いて、合理的に調整した
金額によっております。 

 
６．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 686円44銭 
(2) １株当たり当期純利益 9円78銭 

 
７．重要な後発事象に関する注記 

該当する事項はありません。 
 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 
（平成25年３月31日現在） 

（単位：百万円） 
 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 61,606 

工 事 未 払 金 20,368 

リ ー ス 債 務 61 

未 払 金 882 

未 払 法 人 税 等 122 

未 払 消 費 税 等 598 

未 払 費 用 4,338 

未 成 工 事 受 入 金 13,174 

前 受 金 73 

預 り 金 20,691 

完成工事補償引当金 1,142 

工 事 損 失 引 当 金 117 

資 産 除 去 債 務 34 

固 定 負 債 7,881 

リ ー ス 債 務 129 

受 入 敷 金 保 証 金 526 

退 職 給 付 引 当 金 6,547 

役員退職慰労引当金 112 

資 産 除 去 債 務 565 

負 債 合 計 69,488 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 53,629 

資 本 金 13,900 

資 本 剰 余 金 14,145 

資 本 準 備 金 3,475 

そ の 他 資 本 剰 余 金 10,670 

利 益 剰 余 金 25,624 

そ の 他 利 益 剰 余 金 25,624 

別 途 積 立 金 18,000 

繰 越 利 益 剰 余 金 7,624 

自 己 株 式 △   41 

評価・換算差額等 △ 14,101 

その他有価証券評価差額金 402 

土地再評価差額金 △ 14,503 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金
完 成 工 事 未 収 入 金
売 掛 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
関係会社短期貸付金
関 係 会 社 預 け 金
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
そ の 他

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
従業員に対する長期貸付金
関係会社長期貸付金
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
再評価に係る繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

69,891 
3,191 
3,146 

663 
24 

7,282 
5,042 

946 
20 
65 

1,016 
16,543 
29,000 
1,719 
1,753 

51 
△  576 

39,124 
22,712 
9,426 

73 
8 
1 

223 
12,660 

133 
184 
879 
487 
178 
212 

15,533 
1,758 
4,738 

271 
12 

756 
270 

2,280 
3,537 
1,233 

784 
△  110 純 資 産 合 計 39,528 

資 産 合 計 109,016 負 債 純 資 産 合 計 109,016 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 
平成24年４月１日から 
平成25年３月31日まで 

（単位：百万円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 154,585 

完 成 工 事 高 146,294 

そ の 他 の 売 上 高 8,290 

売 上 原 価 122,089 

完 成 工 事 原 価 115,717 

そ の 他 の 原 価 6,372 

売 上 総 利 益 32,495 

完 成 工 事 総 利 益 30,577 

そ の 他 の 売 上 総 利 益 1,917 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 34,821 

営 業 損 失 2,326 

営 業 外 収 益 1,385 

受 取 利 息 181 

受 取 配 当 金 931 

保 険 配 当 金 94 

為 替 差 益 115 

そ の 他 63 

営 業 外 費 用 101 

支 払 利 息 42 

そ の 他 58 

経 常 損 失 1,042 

特 別 利 益 43 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 7 

神 奈 川 県 臨 時 特 例 企 業 税 還 付 金 36 

特 別 損 失 512 

固 定 資 産 除 却 損 85 

事 務 所 移 転 費 用 77 

移 転 価 格 税 制 調 整 金 313 

移 転 価 格 税 制 関 連 費 用 35 

税 引 前 当 期 純 損 失 1,511 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 114 

法 人 税 等 調 整 額 △1,000 

当 期 純 損 失 625 



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 
平成24年４月１日から 
平成25年３月31日まで 

（単位：百万円） 

 株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金
 

資 本 金
資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合   計 別途積立金 繰越利益

剰 余 金

利益剰余金
合   計

自己株式 
株主資本 
合  計 

当 期 首 残 高 13,900 3,475 10,670 14,145 18,000 9,310 27,310 △  41 55,315 

当 期 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当 △ 1,060 △ 1,060  △ 1,060 

当 期 純 損 失 △  625 △  625  △  625 

土地再評価差額金の取崩 0 0  0 

自己株式の取得 △   0 △   0 

株主資本以外の項目の
当 期 変動 額 ( 純額 )

  

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △ 1,686 △ 1,686 △   0 △ 1,686 

当 期 末 残 高 13,900 3,475 10,670 14,145 18,000 7,624 25,624 △  41 53,629 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

純資産合計

当 期 首 残 高 180 △14,503 △14,323 40,992

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 1,060

当 期 純 損 失 △  625

土地再評価差額金の取崩 0

自己株式の取得 △   0

株主資本以外の項目の
当 期 変動 額 ( 純額 ) 222 △   0 222 222

当 期 変 動 額 合 計 222 △   0 222 △ 1,464

当 期 末 残 高 402 △14,503 △14,101 39,528

 



 

－  － 
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個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

・満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法） 

・子会社株式および関連会社株式……………移動平均法による原価法 

・その他有価証券 

時価のあるもの………………期末前１ヶ月の市場価格の平均による時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの………………移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

・未成工事支出金…………………個別法による原価法 

・販売用不動産……………………    〃 

・仕掛販売用不動産………………    〃 

・貯蔵品……………………………総平均法による原価法 

なお、収益性が低下したたな卸資産については、帳簿価額を切り下げております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産……………………定率法 

（リース資産を除く）    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を採

用しており、そのうち展示用建物の耐用年数につ

いては、過去の使用期間実績に基づく合理的耐用

年数を採用しております。 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償

却資産については、事業年度毎に一括して３年間

で均等償却しております。 

② 無形固定資産……………………定額法 

（リース資産を除く）    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

③ リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る 

リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 



 

－  － 
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(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

② 完成工事補償引当金……………引渡物件の補修工事費の支出に備えるため、過年 

度補修実績率に基づく見積補修額を計上するとと 

もに、当事業年度末における今後の定期巡回費用 

見積額をあわせて計上しております。 

③ 工事損失引当金…………………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業 

年度末受注工事のうち損失の発生が見込まれ、か 

つ、その金額を合理的に見積ることができる工事 

について、損失見込額を計上しております。 

④ 退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとして

おります。 

また、過去勤務債務は発生年度に一括処理するこ

ととしております。 

⑤ 役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

(4) 完成工事高および完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事（工期がご

く短期間のものを除く。）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理………………消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(6) 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 

（減価償却方法の変更） 

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形 

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

なお、これによる営業損失、経常損失および税引前当期純損失に与える影響は軽 

微であります。 

 



 

－  － 
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２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供されている資産 

有価証券 1百万円 

投資有価証券 900百万円 

宅地建物取引業法に基づく営業保証金および住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設

瑕疵担保保証金として、東京法務局に供託しております。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 21,004百万円 

(3) 保証債務 

当社住宅購入者の金融機関からの借入に対する債務保証 9百万円 

(4) 関係会社に対する金銭債権および債務 

短期金銭債権 1,545百万円 

長期金銭債権 1,140百万円 

短期金銭債務 26,276百万円 

長期金銭債務 168百万円 

(5) 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しておりま

す。 

なお、当事業年度末において、売却の方針が決定している土地の再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部に計上し、同額を純資

産の部の「土地再評価差額金」に加算しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第５号に定める不動産鑑定士または不動産鑑定士補による鑑定評価に基づき

算出する方法によっております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △2,823百万円 

(6) 損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せず

に両建てで表示しております。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応

する額 未成工事支出金   117百万円 

 

３．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

売上高 2,441百万円 

仕入高 39,887百万円 

販売費及び一般管理費 1,870百万円 

営業取引以外の取引高 2,489百万円 

（うち受取配当金） （916百万円） 

(2) 売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 117百万円 

 



 

－  － 
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４．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の数に関する事項 

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 71,818株 1,350株 －株 73,168株 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 繰延税金資産 退職給付引当金 2,385百万円  

  繰越欠損金 971百万円  

  未払賞与 627百万円  

  減価償却費償却限度超過額 463百万円  

  完成工事補償引当金 434百万円  

  関係会社株式評価損 364百万円  

  貸倒引当金損金算入限度超過額 251百万円  

  資産除去債務 221百万円  

  その他 700百万円  

  繰延税金資産小計 6,422百万円  

  評価性引当額 △ 685百万円  

  繰延税金資産計 5,737百万円  

 繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 △ 223百万円  

  前払年金費用 △ 139百万円  

  有形固定資産（除去費用） △  66百万円  

  神奈川県臨時特例企業税還付金 △  13百万円  

  未収還付税金 △  3百万円  

  たな卸資産配賦経費 △  0百万円  

  繰延税金負債計 △ 446百万円  

  繰延税金資産の純額 5,290百万円  

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を継続しております。

なお、貸借対照表に計上した固定資産のほかに、リースにより使用している重要な固定

資産として、展示用建物および各種コンピュータがあります。 

 



 

－  － 
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７．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 子会社および関連会社等 

関連当事者との関係 

役員の兼任等種 類 会社等の名称

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合 当社

役員
当 社
従業員

事業上の関係
取引の内容 

取引金額
(百万円)

科 目 
期末残高 
(百万円) 

子 会 社
三井デザイン
テ ッ ク ㈱

所有 
直接 

100％
有 有

当社から住
宅のインテ
リア工事等
を受注 

インテリア工事等
の発注 4,757 工事未払金 1,474 

子 会 社
三井ホームコン
ポ ー ネ ン ト ㈱

所有 
直接 

100％
有 有

当社へ住宅
部資材を供
給 

住宅用部資材の仕入 31,164 工事未払金 3,867 

子 会 社
Mitsui Homes 
C a n a d a  I n c .

所有 
直接 

100％
有 有

当社の住宅
部資材の仕
入を代行 

移転価格税制調整金 313 － － 

（注） 取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載してお

ります。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

いずれの会社との取引も、市場価格等を勘案し、個別に見積りを取り付け、一般的取

引条件と同様に決定しております。 

(2) 役員および個人主要株主等 

種 類 氏 名

議 決 権 等
の 所 有
（被所有）
割 合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
(百万円)

科 目 期末残高 
(百万円) 

役 員 田 所 一 秀
被所有 

直接 
0.01％

当社専務取締役 住宅建築工事の請負 42 未成工事 
受入金 

6 

親 会 社
の 役 員

飯 野 健 司 － 三井不動産㈱常務取締役 住宅建築工事の請負 54 未成工事 
受入金 

7 

（注） 取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載してお

ります。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

一般のお客様と同様であります。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 596円36銭 

(2) １株当たり当期純損失 9円44銭 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

該当する事項はありません。 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 

独立監査人の監査報告書  

   平成25年５月10日  
三井ホーム株式会社     

取 締 役 会 御中     

  有限責任 あずさ監査法人  

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 柿 沼 幸 二 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 倉 加奈子 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 大 明 

  

 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三井ホーム株式会社の平成24
年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結
計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に
公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結
計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連
結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経
営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、三井ホーム株式会社及び連結子会社からなる企業集団
の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 

独立監査人の監査報告書  

平成25年５月10日  

三井ホーム株式会社  

取 締 役 会 御中  

有限責任 あずさ監査法人  

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 柿 沼 幸 二 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 倉 加奈子 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 大 明 

  

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、三井ホーム株式会社の
平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第39期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算
書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を
入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告書 

監 査 報 告 書  

当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第39期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容 
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。 

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門である監査室その他の使
用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めると
ともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産
の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職
務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役および使用人等からその構築および運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。な
お、財務報告に係る内部統制については、取締役等および有限責任 あず
さ監査法人から当該内部統制の評価および監査の状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取締役
および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る
事業報告およびその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年
度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書およ
び個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）に
ついて検討いたしました。 
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２．監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の
状況を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に
違反する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容およ
び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、
指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果 
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当

であると認めます。 
(3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当
であると認めます。 

 

 

平成25年５月15日  

三井ホーム株式会社 監査役会  

常勤監査役 山 口 信 行 
監 査 役 林  和 男 
社外監査役 諏 訪 公 宏 
社外監査役 弘 中  聡 
社外監査役 伊 藤 茂 昭 

  

 

以 上 
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